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佐野市立学校給食センター調理・配送等業務委託に係る

プロポーザル実施説明書

１ 業務の内容

（１）業務名 佐野市立学校給食センター調理・配送等業務委託

（２）業務の目的

学校給食の質を維持・向上し、安全・安心でおいしい給食を子どもたちに提供するた

め、教育の一環として学校給食の意義を理解し、優れた調理技術や衛生管理能力、業務

効率性を有する民間事業者を選定し、民間活力の活用と、将来にわたって安定して学校

給食の提供をすることを目的とする。

（３）評価方式 公募型プロポーザルを行い、提案書等の内容について総合的に評価する。

（４）業務内容 「佐野市立学校給食センター調理・配送等業務委託仕様書」（以下「仕様書」

という。）に掲げる業務

（５）履行場所 南部学校給食センター及び北部学校給食センター

（６）履行期間 契約締結日から令和９年７月３１日まで。ただし、契約締結日から令和４

年７月３１日までは準備期間とする。

２ プロポーザル方式により契約候補者を特定する理由

本業務は、学校給食の質を維持・向上し、安全・安心でおいしい給食を子どもたちに提供す

ることが非常に重要となる。業務の実施に当たり、安全・安心でおいしい給食の提供を実現

するため、価格による競争ではなく、業務に対する事業実績や衛生管理体制、危機管理体制、

食物アレルギー対応食実施体制等、食の安全に対するノウハウ等が重要となることから、プ

ロポーザル方式により契約候補者を特定するものである。

３ 提案限度価格等

（１）提案限度価格

本業務に関する費用は、１，３４６，３４２，８００円（消費税込み）以内とする。但

し、各年度にかかる支払いの限度額は、次のとおりとする。（消費税及び地方消費税相当額

を含む。）

令和４年度 179,512,400 円

令和５年度～令和８年度（合計） 1,077,074,240 円

令和９年度 89,756,160 円

（２）最低制限価格 無

４ 提案参加資格

応募する事業者は、次の条件をすべて満たす者とする。

（１）法人格を有し、本委託業務を円滑に遂行できる安定的かつ健全な資力を有しているこ

と。

（２）１日４，０００食以上の学校給食調理施設での受託実績を３年以上有し、かつ現在も該

当する施設での調理・配送等業務契約を締結していること。



（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（同令第１６７条の１１

第１項において準用する場合も含む。）の規定に該当するものでないこと。

（４）佐野市競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止を受けている期間中でない

こと。

（５）令和３・４年度佐野市物品等競争入札参加資格者名簿で、「大分類Ｕ（その他の役務の

提供）」のうち「小分類８（その他の役務の提供）」に登録されている者で、学校給食調理

業務の取扱いがあること。

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定により更生手続き開始の申し立てがな

されていないこと、または民事再生法（平成１１年法律第２２５号)の規定により再生手

続開始の申立てがなされていないこと。ただし、会社更生法の規定による更生計画また

は民事再生法の規定による再生計画について、裁判所の認可決定を受けた者を除く。

（７）直近の２年間に、法人市民税、法人県民事業税、消費税及び地方消費税を完納してい

ること。

５ 提案書を特定するための評価基準

（１）評価基準

評価項目及び配点は次のとおりとし、２００点を満点とする。

評価項目 評 価 の 視 点 配点

１企業概要及び財

務状況

・会社の規模・経営状況

・将来にわたり安定して業務を行い得る経営基盤
１０点

２業務の実績等 ・学校給食共同調理場における調理・配送等業務実績 １０点

３給食に対する考

え方

・安全でおいしい給食を提供するための理念・方針とそ

の実現に向けた取組等

・教育の一環としての学校給食をよく理解し、食育推進

の提案や学校との連携等

２０点

４業務実施体制
・作業工程表、作業動線図の考え方

・給食の安定的な業務提供への取組み
１０点

５人員配置体制

・組織体制及び配置人員（業務責任者、栄養士等の配置

含む）

・配置者の資格・経験年数等

・地元採用計画

・従事者の休暇時等における代替者確保体制

３０点

６衛生管理体制
・事業者の衛生管理対策や考え方、指導・検査体制

・従事者の健康管理対策等
３０点

７危機管理体制

・食中毒や異物混入等防止対策及び発生時の対処体制

・生産物賠償責任保険（PL 保険）等に加入し保障体制

・災害時の体制及び事故発生時における緊急対応

３０点

８食物アレルギー

対応食実施体制

・食物アレルギー調理対応体制

・食物アレルギー事故防止対策
２０点



（２）順位の確定方法

提案書の特定は、評価項目による評価の結果、評価点数の高い者を最優秀者とします。

各者の評価点数は、各委員の点数を合算し、平均した点数とします。最も高い評価点数を

獲得した提案者が複数の場合（同点の場合）は、次のアからウの選考過程により最終順位

を確定し、最優秀者とします。なお、提案者が１者のみの場合については、基準点を満た

した場合に最優秀者とする。

ア (１)「評価基準」の「４業務実施体制」「５人員配置体制」「６衛生管理体制」「７危機管

理体制」「８食物アレルギー対応食実施体制」の合計点が最も高い者

イ アに該当する者が複数ある場合は、経費見積額が最も低い者

ウ 上記によりがたい場合は、委員会の協議により決定した者

（３）基準点

各項目（コストに関する項目を除く）６割以上の得点を有し、かつ、評価点数の７０％

以上の得点である１４０点以上とする。

６ 本プロポーザルのスケジュール

７ プロポーザルの事務手順

（１）参加表明書の作成様式、記載上の留意事項及び問合せ先

ア 参加表明書の作成様式

① 参加表明書（別記様式第１号）

② 参加資格要件確認表（別記様式第２号）

９研修・事前準備体

制

・業務従事者に対する指導及び研修計画

・業務開始準備の日程及び工程
１０点

10 その他
・仕様書に基づいた提案がされているか

・上記項目のほか、特に事業者としてＰＲしたいこと
１０点

11 見積金額及び積

算内訳

・配置人員の妥当性

・見積金額と経費負担内訳の妥当性
２０点

合 計 ２００点

実施内容 実施時期（令和３年度）

実施手続き開始の公告、説明書の交付 １月１２日（水）

参加表明書の提出期限 １月２１日（金）

質問受付 １月１２日（水）～１月１８日（火）

質問回答(予定) １月２０日（木）

提案資格確認結果及び提案書の提出要請の

通知(予定)

２月 ７日（月）

提案書の提出期限 ３月 ９日（水）

プレゼンテーション及び質疑応答(予定) ３月２２日（火）

特定・非特定通知書の通知 ３月下旬

契約締結 ３月下旬



③ 提案企業概要調書（別記様式第３号）

④ 過去５年間の同種の業務実績（別記様式第４号）

イ 記載上の留意事項

① 各様式に記載している事項に注意し、必要に応じ指示する資料を添付すること

② 実績については、過去５年以内の同種または類似の業務実績を記入すること

ウ 問合せ先（担当課）

〒327-8501 栃木県佐野市高砂町１番地

佐野市教育委員会 教育総務部 学校教育課 学校給食係

TEL 0283-20-3107(直通)

FAX 0283-20-3032

e-mail：gakkoukyuusyoku@city.sano.lg.jp

※参加表明に関する質問については、電子メールにより問い合わせること。

（２）参加表明書の提出期限及び提出方法

ア 提出期限 令和４年１月２１日(金)午後５時１５分まで（必着）

イ 提出場所 ７(１)ウに同じ。

ウ 提出方法 持参または郵送とする。郵送で提出する場合は、「書留」、「簡易書留」、「配

達記録」のいずれかの方法によるものとし、メール便は不可とする。持参に

よる場合は、休日を除く、午前８時３０分から午後５時１５分までに提出す

ること

エ 提出部数 参加表明書等の提出部数は、正１部、副１２部とする。なお、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書、契約書の写しを、正に１部添付すること

（３）提案書の提出者に要求される資格要件及び提案書の提出者を選定するための基準と通

知

参加表明書の添付書類により、本プロポーザルの本説明書４の提案参加資格を満たす

者であるかを確認（上表１）し、合わせて上表の２を評価の上、その結果を次のとおり通

知する。

ア 確認を行った結果、提案書の提出者として選定された者に対しては、提案書の提出者

に選定された旨とプロポーザル参加要請を書面により通知する。

イ 上記アの通知を受けた者は、提出意思確認書（別記様式第５号）を提出するものとす

る。なお、提出場所及び提出期限は以下のとおり。

ウ 提出場所 ７（１）ウと同じ。

エ 提出期限 令和４年２月１４日（月）午後５時１５分（必着）

評 価 要 件 評 価 事 項

１ 資格要件
当該業務において設定された提案書の提出者に要求

される資格要件を満たしているかどうか

２ 同種同業務の業務実績
学校給食共同調理場における調理・配送業務に対し

て十分な実績があるか



オ 参加表明書提出後、参加を辞退するときは、辞退届を提出すること。提出期限までに

企画提案書の提出がない場合については、参加を辞退したものとみなす。

（４）非選定理由に関する事項

ア 参加表明書を提出した者のうち、提案書の提出者として選定されなかった者に対して

は、選定されなかった旨とその理由（非選定理由）を書面（非選定通知書）により通知

する。

イ 上記アの通知を受けた者は通知をした日の翌日から起算して７日（佐野市の休日を

定める条例（平成 17 年佐野市条例第２号）に規定する休日を含まない。）以内に、書面に

より、非選定理由について説明を求めることができる。なお、説明請求の受付場所及び受

付時間は以下のとおりとする。

① 受付場所 ７（１）ウと同じ。

② 受付時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで

ウ 上記イの回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して１０日（休

日を含まない。）以内に書面により行う。

（５）本実施説明書に関する説明会及び現地見学会

ア 日 時 令和４年１月１７日（月）

午後１時３０分～午後４時３０分（予定）（受付開始は午後１時）

イ 場 所 １（５）に同じ。※集合場所は北部学校給食センターとする。

ウ 留意事項

① 参加希望者は見学会参加申込書（別記様式第６号）を令和４年１月１４日（金）午後

５時１５分までに、ＦＡＸ又は電子メールにて連絡すること。

連絡先は７（１）ウに同じ。

② 参加人数は、１事業者につき２名までとする。

③ 説明会では、原則として募集要項等の配布はしないので、各自持参すること。

④ 現地見学会の参加にあたっては、参加希望者の細菌検査結果の原本またはコピー（説

明会から 1カ月以内に実施したもの）を持参すること。また、白衣・帽子・マスク・

靴（汚染区域用・非汚染区域用）は各自用意すること。

（６）提案書の作成様式、記載上の留意事項及びその問合せ先

ア 提案書（別記様式第７号）

表紙、目次及びページ番号を付すほか、別添仕様書に基づき、次に掲げる項目に対して

提案書を作成すること。

提案書は、日本工業規格「Ａ４版」横書き左綴じを基本とすること。図表等を使用する

場合において、「Ａ３版」を使用するときには、折り綴じること。また、ロゴマークの使用

を含め、会社名がわかるような記述をしないこと。

①企業概要及び財務状況調書（別記様式第８号）

②給食に対する考え方について（別記様式第９号）

③業務実施体制（別記様式第１０号）



④人員配置体制（別記様式第１１号）

⑤衛生管理体制（別記様式第１２号）

⑥危機管理体制（別記様式第１３号）

⑦食物アレルギー対応食実施体制（別記様式第１４号）

⑧研修・事前準備体制（別記様式第１５号）

⑨その他（別記様式第１６号）

⑩見積金額（別記様式第１７号）

イ 留意事項

①当該業務の評価項目に照らし、提案書は可能な限り簡素で分かりやすいものとし、貢

数の制限等を守ること。

②見積書等は事業を運営する上で必要となる、人件費・消耗品費等の支出項目が分かる

ように具体的に記載すること。

③提案書は、提出後の差し替え、追加はできないものとする。

ウ 問合せ先 ７（１）ウに同じ。

（７）提案書の提出期限及び提出方法

ア 提出期限 令和４年３月９日（水）午後５時１５分まで（必着）

イ 提出場所 ７(１)ウに同じ。

ウ 提出方法 持参とし、その他の方法による提出は一切認めない。

エ 提出部数 提案書等の提出部数は、正１部、副１２部とする。なお、別記様式第４号及

び添付書類は、正に１部添付すること

オ 提出書等の作成及び提出上の留意事項

① 提出された提案書等は、提案者に無断で使用しない。ただし、候補者の選定を行う

作業に必要な範囲においては複製する。

② 提出された提案書等は、提出後において内容の変更は認めない。

（８）説明書及び仕様書等に対する質問の受付期間、提出方法、提出場所及びその回答方法

ア 質問の内容

質問の内容は、本説明書及び仕様書の内容及び提案書の作成に係るもの等とし、評価及

び審査に係る質問は一切受け付けない。

イ 受付期間

公告の日から令和４年１月１８日（火）午後５時１５分まで（必着）

ウ 提出方法

① 質問・質問回答書（別記様式第１８号）を用いること。

② 持参又は郵送、ＦＡＸもしくは電子メールにより提出するものとし、電子メール以外

の方法で提出した場合は、同内容を電子メールに添付して送付すること

③ 持参による場合は、休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分までに提出する

こと

④ 電話による問合せは受け付けない。

エ 受付場所 ７(１)ウに同じ。



オ 回答方法

回答は、令和４年１月２０日（木）までに、市ホームページに掲載する。

（９）プレゼンテーション及び質疑応答

ア 日時 令和４年３月２２日（火）（予定）

※詳細な日時等については、「提案書の提出者の選定等通知」により連絡する。

イ 場所 佐野市役所会議室（予定）

ウ 実施方法

① プレゼンテーションは２０分、質疑応答は１０分、合計３０分を目安とする。

② プレゼンテーションは非公開とする。

③ プレゼンテーションの実施方法は、自由形式とし、電子機器を利用して行うことは可

とする。（必要機材のうち、スクリーン及びプロジェクターは本市が用意する。その

他パソコン等は各自持参すること。）

④ プレゼンテーション実施の際に、提案書提出時に提出していない新たな資料を提出

することはできないものとする。

⑤ プレゼンテーションの参加者は、業務主任者及び機器操作者を含む３名までとし、プ

レゼンテーション審査説明員の役職及び氏名を提案書提出時に届け出るものとする。

⑥ プレゼンテーション当日に、指定された場所、時刻に来場しない場合は、辞退したも

のとみなす。

（10）提案書の特定及び非特定に関する事項

提案書、プレゼンテーション等により提案内容を評価し、その結果を次のとおり通知す

る。

ア 提出された提案書が最優秀となった者に対し、提案書が特定された旨を書面により通

知する。

イ 提出された提案書が特定されなかった者に対しては、特定されなかった旨を書面によ

り通知する。

ウ 上記イの通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（休日を含まない。）

以内に、書面により、市長に対して非特定理由について説明を求めることができる。な

お、説明請求の受付場所及び受付時間は以下のとおり。

① 受付場所 ７(１)ウと同じ。

② 受付時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで（休日を除く）

エ 上記イの回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して１０日（休日

を含まない。）以内に書面により行う。

（11）契約等に関する事項

ア 契約候補者の特定

本プロポーザルにおいて特定した最優秀者を、本業務委託契約に係る随意契約の相手

方として特定するとともに、業務の仕様内容を協議し、業務の発注が整った段階で、本市

財務規則に定める手続きにより契約を締結する。

ただし、次のいずれかに該当し、最優秀者から見積徴取及び業務委託契約が締結できな



い場合には、次点者を契約の相手方として再特定するものとする。

① 最優秀者が、地方自治法施行令第１６７条の４に該当することとなったとき

② 最優秀者が、佐野市から業務委託に係る指名停止を受けることとなったとき

③ 最優秀者が、特定後に本説明書に掲げる失格事項に該当して失格となったとき

④ 最優秀者との協議の結果、契約締結ができなかったとき

⑤ 最優秀者が本業務委託契約の締結を辞退したとき

⑥ その他の理由により最優秀者と業務委託契約の締結が不可能となったとき

イ 委託契約金額

委託契約金額は、特定された提案内容・見積額を基に細部について、市と打合せを行い、

予算の範囲内で受注業務内容及び契約金額を決定する。

また、支払いは毎月払いとし、契約保証金は免除する。

（12）参加者の失格

参加者が次のいずれかに該当した場合には、その者の提出した参加表明書及び提案書等

を無効とし、本プロポーザルへの参加資格を失うこととする。

ア 提案書等が提出期限までに提出されない場合

イ 提出書類に虚偽の記載があった場合

ウ 本説明書４に定める資格要件を満たしていない、もしくは満たすことができなくなっ

た場合

エ その他本説明書の定めに反した場合

オ 本件に関して不正あるいは公平さを欠く行為等があった場合

（13）その他の留意事項

ア 本プロポーザルに係る提案内容の評価及び契約候補者の特定は、「佐野市立学校給食セ

ンター調理・配送等業務委託評価委員会」において行う。

イ 提出期限までに参加表明書を提出しない者及び提案書の提出者に選定された旨の通知

を受けなかった者は、提案書を提出することができないものとする。

ウ 参加表明書及び提案書の作成及び提出等に関する費用は、提出者の負担とする。

エ 参加表明書及び提案書に虚偽の記載をした場合は、参加表明書及び提案書を無効とす

るとともに、虚偽の記載をした者に対して指名停止措置を行うことがある。

オ 提出された提案書等は返却しない。

カ 本プロポーザルにおける評価結果は公表するものとする。公表する内容は、プロポー

ザル参加者名、特定された者の名称及び住所、総合評価点とする。

キ 提案書に記載した予定技術者は、病気、死亡、退職等のきわめて特別な場合を除き、変

更できないものとする。

ク 本要領に定めのない事項に疑義が生じた場合は、協議により定めるものとする。


